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概　要

　本研究の目的は、日本の大学生の食行動に影
響する要因を明らかにし、健康的な食行動を促
進する対策を検討することである。健康的な食
事は生活習慣病の予防になると報告されてお
り、幅広い年代において重要である。欧米諸国
と同じく、日本の大学生は親の保護から離れて
自立した生活を営む一つの変換期にあり、好ま
しくない生活習慣が発生し、不健康な食行動が
みられる。望ましい食生活習慣の確立が、身体
的・精神的な健康状態と充実した大学生活につ
ながると考えられるが、大学生が自由な環境に
置かれることで自分の食習慣を確立していく難
しさが指摘されている。2005年に食育基本法
が制定され、義務教育課程の児童生徒には様々
な食教育が実施されてきた。しかし、大学生の
食行動に関する課題は非常に多く、多方面にわ
たっているにも関わらず、具体的かつ総合的な
検討がなされず、大学生の食育プログラムの検
討が必要だと指摘されている。
　そこで、大学生の食行動に影響する要因を探
索するために、インタビュー調査による質的研
究を実施した。京都市内の大学に在学する大学
生・大学院生を対象とした結果、個人要因と社
会環境要因が見出された。食習慣などの個人要
因が健康的な食行動につながると考えられ、ま
た社会生活における時間の自己管理は、大学生
において大きな課題であった。大学生の健康的
な食行動を促進するには、個人要因の確立と社
会環境要因による大学生の支援が必要であると
示唆された。最後に本研究の限界と今後の課題
について述べた。

1．はじめに

　世界保健機構（WHO）によると、健康的な
食事は生活習慣病の予防になると報告されてお
り、幅広い年代で健康食の実施が推奨されてい
る（URL 1）。特に思春期から青年層において、
健康的な食事の推進と病気の予防知識の習得
が重要である（Nelson et al. 2008）。Belloc and 
Breslow（1972）は 7つの健康習慣と身体健康
度は関連があると述べている。その中で食行動
（朝食を食べる、飲酒はしないか適量、間食は
しない）は健康習慣として重要であり、身体の
健康に大きな影響を与えると結論づけられてい
る。健康的な食行動は生活習慣病の予防と日々
の身体活動に関連し、人間の生活の質（QOL）
を上げることに貢献し、全ての年齢層で実施す
る意義があると考えられる。
　大学生は入学を機に親の保護から離れて生活
し始めることで食生活は大きく変化する時期を
迎え、不健康な食品摂取が増加することが指摘
されており（Ansari et al. 2012）、大学生のファー
ストフードの摂取、野菜や果物の摂取不足、朝
食の欠食が指摘されている（Larson et al. 2012; 
Laska et al. 2012）。大学生の健康的な食行動を
阻害するのは、勉学による時間不足、大学食堂
に健康的な食品が不足している、健康的な食事
は値段が高いことであるとの報告もある（Hilger 
et al. 2016）。このように大学生の生活に伴う問
題は広範囲かつ複雑であり（URL 2）、生活環
境が大きく変わる時期をどのように乗り越える
かという課題があると考える。
　近年、疾病構造の変化により日本の生活習慣
病罹患者は激増している（URL 3）。悪性腫瘍、
高血圧症、脳血管疾患、心疾患、糖尿病、以
上 5つの生活習慣病が占める医療費の割合は約
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実施できずに学習意欲に影響していると指摘し
ている。大学生の生活習慣は精神健康と関連
し、健康教育に活かす必要性があるとも述べて
いる。Ansari et al.（2014）はヨーロッパ 4ヶ国
の大学生を対象とした研究において、不健康な
食事とうつ症状や肥満との関連があると述べて
いる。Furihata et al.（2018）は、日本人の 20歳
以上の成人対象の研究で、不健康な生活のうち
特に寝不足、バランスの悪い食事、間食（夜食
含む）、運動不足はうつ症状罹患と関係がある
と報告しており、不健康な食行動が心身の疾患
の原因となることが明らかにされている。
　朝食摂取と疾病との関連も報告されている。
朝食の欠食率は男女共 20歳代で最も高く、そ
れぞれ男性 30.6％、女性 23.6％であり（URL 6）、
農林水産省は若者単身者を対象に「朝ごはん
を食べていますか」と注意を促している（URL 
8）。朝食を抜く習慣のある者は、朝食をしっか
り食べる習慣のある者に比べ、動脈硬化を発症
する可能性が高まる（Uzhova et al. 2017）、朝
食を抜くと脳卒中リスクが高くなる（Kubota et 
al. 2016）、朝食欠食が肥満につながる（Horikawa 
et al. 2011）などの疫学調査も近年発表されて
おり、朝食と健康との関連が解明されつつある。
朝食を抜く習慣のある者は、生活時間が不規則
になりがちで、アルコールの多飲、喫煙習慣が
あるなど、生活スタイル全体が不健康である傾
向があることが報告されており（URL 9）、近
い将来社会人として働くことを考えると、大学
生に対する健康教育の充実が望まれる。

2. 3　大学生の食行動に関する先行研究

　日本の大学生も欧米と同じく、親の保護から
離れて自立した生活を営む一つの変換期にあ
り、好ましくない生活習慣がみられ、学年が進
むにつれて不健康な食行動があり、性差による
違いもあると述べられている（笠巻 2013）。男
性より女性の方が野菜を摂取するなど気を配っ
ており、1日に 3食摂取している傾向にあり、
女性のほうが望ましい食習慣を持つ傾向がある
のは、健康への関心からだけではなく、体型や
体重を気にすることによることが示されてい

34％で約 14兆円にのぼり、死亡の約 50％は生
活習慣病に起因しており（URL 4）、若年層か
らの食を含めた生活習慣病対策は必須であると
考えられる。健康な食事とされる「1日に主食・
主菜・副菜がそろう食事を 2食以上とっている」
割合は 20歳代で 39.6％があり、20歳代の 60％
以上はバランスのとれた食事をしていないこと
が明らかになっており（URL 5）、食生活の改
善対策は重要である。また 20歳代女性の痩せ
の割合が 21.7％であり、微増傾向である（URL 
6）。骨粗しょう症発症予防には若年期に十分な
栄養摂取をして最大骨量を獲得すべきことから
将来、骨粗しょう症患者の増加が懸念されてお
り（URL 7）、超高齢社会の日本にとって重要
な課題であると考えられる。
　以上の問題意識を踏まえて、日本の大学生の
食行動に影響する要因を明らかにし、健康的な
食行動を促進する対策を検討することを本研究
の目的とする。

2．食行動の現状と先行研究

2. 1　食行動の定義

　本研究では食行動を「食に関する人間行動全
般」として定義する。食行動は食に関する人間
行動の総称であり、類義語として食事習慣、食
習慣、摂食行動、摂食パターン、食生活が挙げ
られる 1。Encyclopedia of Behavioral Medicine に
よると食行動は、食物の選択と動機、食習慣、
食事療法、肥満や摂食障害などの摂食関連の
問題を含む広範囲の用語である（Marc Gellman 
and J. Rick Tuner (eds.) 2013: 641-2）。本研究で
は食に関する情報収集、食品購入のアクセスも
食行動の一環として捉えていく。

2. 2　健康と食行動の関係

　学生生活と健康との関係について、徳田
（2014）は、大学生は高校生のときに比べて自
由時間が増えたにもかかわらず、生活習慣の変
化により、食事、運動を含めて健康的な生活を

1   『ライフサイエンス辞典』による「食行動」の類義語を示した。https://lsd-project.jp/weblsd/c/begin/eating%20behavior
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る（佐々木浩子 2012）。このような男女差には、
「食」に対する認知の違いが関わっている面が
あると指摘されている（URL 10）。
　山本ほか（2018）は、大学生のアルバイト経
験が健康、学習に及ぼす影響について調べてお
り、アルバイトのし過ぎにより学業への支障や
健康被害、睡眠不足が見られると報告している。
しかし、アルバイト経験により社会性に関する
意識変容を促す効果は高いとされ、適度な労働
時間内で働くことを勧めている。佐藤厚子・渡
辺・河原木（2011）の調査では、アルバイトの
労働時間が長い学生は食生活の乱れがあると指
摘している。生活習慣は栄養バランスに影響し
ており、規則正しく食し、睡眠を十分にとり、
適度な運動を行い、生活リズムを整えることが
健康な食生活に関係している、と述べている。
　大学生の食行動について、成長段階における
学習や経験も影響しているという研究もある。
若松（2012）は、幼少期に調理を通して家族に
認めてもらう経験が、大学生の自炊行動に大き
く影響していると述べている。幼少期から包丁
を持つこと、家庭内で父親が調理に関わってい
ること、家庭や学校、地域におけるつながりが
大学生の食への自立に関連していると報告して
おり、幼少の頃から食への関心を養うことが、
大学生の健康的な食行動を促進すると考えられ
る。濱口・安達・大喜多（2010）は、成長期の
みならず、食の自立が推進される大学生におい
ても家族の継続的かつ適切な働きかけが重要で
あると述べている。家族からの働きかけが高い
者ほど、食生活・味覚・生活についての意識や
行動の程度が高いことが明らかにされており、
家族間のコミュニケーションも健康的な食行動
形成に寄与していると言えるだろう。
　佐藤公子（2015）は、小学校から高等学校ま
での農業体験学習は、成人以降も継続して食育
への関心、バランスのとれた食事、旬の野菜な
どの食知識の習得に関与しており、一時点の経
験だけでなく、継続した農業体験（種まきから
収穫まで）は意義があると述べている。更に、英・
矢部（2014）によると、幼少期の農業体験によっ
て自然環境や食・農に対する意識が高まること
が確認されており、成人になってからの食への
関心に大きく影響していると思われる。
　望ましい食生活習慣の確立が、身体的・精神
的な健康状態と充実した大学生活につながると

考えられるが、大学生が自由な環境に置かれる
ことで自分の食習慣を確立していく難しさが指
摘されている （磯部・重松 2007）。酒井・佐々
木晶子・倉田（2009）は、一般的に大学生を中
心とする 20歳代は健康への不安が少なく、ま
た自身の健康に関する関心が低く、将来への生
活習慣病予防の観点からも自らが健康的な食生
活をデザインできる技術と知識の獲得が望まれ
る、と述べている。以上のことから、健康意識
が低い大学生に対してどのようなアプローチが
必要か、今後継続的に考えていくことが重要だ
と考えられる。

2. 4　日本の食政策の現状

　日本は世界有数の長寿国である。これは戦後
の国民の生活改善と医学の進歩によるとされて
いる（URL 11）。しかし、近年では急激な高齢
化と少子化による人口構造の変化により、生活
習慣病が占める医療費は年々増加しており、要
介護者の増加が大きな社会問題となっている
（URL 12）。厚生労働省が 2000年から国民の健
康づくり運動として始めた「健康日本 21」で
は、「国民が健やかで心豊かな生活をするため
の健康づくりを各年代で実施する」ことを目指
し、栄養・食生活面を含む 9分野 70目標値を
掲げて健康づくり運動対策を進めてきた。「健
康増進事業実施者（市町村、医療機関、学校
等）は、健康教育、健康相談、健康診査又は健
康診断等の国民の健康 の増進のための健康増
進事業を積極的に推進するよう努めること」と
なり、学校教育の中で健康教育も重要視されて
いる（URL 3）。2002年には栄養改善法に代わ
る法律として健康増進法が制定され、「国民は
生涯にわたって健康の増進につとめなければな
らない」と、健康維持を国民の義務としている
（URL 13）。
　2005年に食育基本法が制定され、義務教育
課程の児童生徒には様々な食教育が実施され
てきた（URL 14）。また、食育推進白書による
と食育に関心を持っている国民の割合、朝食ま
たは夕食を家族と一緒に食べる回数、栄養バラ
ンスに配慮した食生活を送っている国民の割合
は増加し、食育は着実に定着していると言える
（URL 15）。しかし大学生を含む若い世代にお
いては健康に関する関心が低く、食に関する知
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識が少なく、朝食の欠食率が高い等、栄養バラ
ンスに配慮した生活をしている人が少ないこと
が明らかになっている（URL 16）。第三次食育
推進基本計画では 2016年度から 2020年度まで
の内容を定めている。第三次計画のポイントと
して「食育推進に関する施策についての基本的
な方針」の５つの重要課題において、「若い世
代を中心とした食育の推進」を 1番目として掲
げている（URL 17）。これは、食育が十分に行
き渡らない若い世代に着目した画期的な取り組
みであると考えられる。

2. 5　研究課題

　大学生の食行動の課題は多い。大学生を中心
とする 20歳代は健康への不安が少なく自分の
健康に関する関心が低いこと（酒井・佐々木晶
子・倉田 2009）、一方では１人暮らしの大学生
の半数は、栄養バランス・自分の健康・食費な
ど食生活上の悩みがあること（URL 10）、学年
が進むにつれて不健康な食行動があり性差によ
る違いもあること（笠巻 2013）、男性より女性
の方が野菜を摂取するなど気を配っており 1日
に 3食摂取している傾向にあること（佐々木浩
子 2012）、幼少期に調理を通して家族に認めて
もらう経験が大学生の自炊行動に大きく影響し
ていること（若松 2012）など、いずれも大学

生の食行動の現状を明らかにしている。しかし、
具体的かつ総合的な検討がなされておらず、中
村ほか（2009）は、大学生の食育プログラムの
検討が必要だと指摘している。そこで、著者は
対策を考えていく上で、食行動に影響する要因
を構造的に示す必要であると考えた。

2. 6　概念枠組みと仮説設定

　本研究では概念枠組みとして Deliens et al. 
（2014）の “Framework of factors influencing eating 

behaviours of university students”（英語訳）を用
いる（図 1）。ベルギーの大学生を対象とした
フォーカスグループインタビューから得られた
結果をフレームワークとしたものである。大学
生の食行動に影響する要因には「個人」、「社会
環境」「物理的環境（生活するための建物や設
備など）」、マクロ環境（経済環境、政治的環境
など個人では統制できない環境）」、「大学の特
徴」の 5つがあり、大学生の食行動には多様な
要因が影響している。そこで、人間個人と人間
の周囲を取り巻く社会との関係性を軸に、食行
動に影響する要因を整理するのが妥当だと思わ
れる。この枠組みを引用して本研究では 5つの
要因があると仮定する。さらに新たに見出され
た知見を付け加えることで大学生の食行動に影
響する要因を構造的に示す。それをもとに大学

levels: “During exam periods I can eat ‘everything’; I’m
always hungry”. Not only academic stress, but also social
stress can alter students’ eating behaviours: “Yes, when
you don’t feel well, e.g. heart broken, then the cliché of
eating ice cream in front of the television becomes real-
ity”.

Body image and self-concept
Students spoke about their own body image and how it
can have an effect on their eating behaviours. “When you
don’t find yourself attractive, consequently you think others
will think the same. That’s a vicious circle and it keeps get-
ting worse and worse. And this can influence someone’s
eating behaviour.” Students felt that body image is re-
lated to the socio-cultural ideal image and is, in turn, re-
lated to media advertisement strategies.

Dietary knowledge
Participants believed that a certain dietary knowledge is
needed to be able to make changes in one’s eating pat-
tern. To a certain extent students seemed to be aware of
what is good for their health: “Actually, I don’t like vegeta-
bles, but I know that I need it and that’s why I eat vegeta-
bles”. However, they also stated that knowledge is just a

first step and will not automatically lead to healthier food
choices. “When I would follow a health class tomorrow, it
doesn’t necessarily mean I would suddenly change my
eating behaviour.”

Time and convenience
Time seems to be a very precious issue when talking about
student eating practices. Students indicated they would
rather spend time on other activities than cooking, espe-
cially when they have to cook only for themselves. Par-
ticipants acknowledged that ‘time’ is a relative term and
it is often related to personal priorities: “Because here on
campus (when living in a student residence) I always
have something else to do instead of cooking, so I don’t
have time to make dinner”. Students explained that meal
preparation time is of great importance: “The faster my
meal is ready, the better, so I can install myself in front
of the television”. According to the students easiness
and convenience, which is related to time, is an import-
ant factor as well: “I want it to be easy, so I don’t have to
be cooking for one hour for myself, …, so I grab something
that can be warmed up quickly”. Time is mentioned to
be especially important during exam periods: “After
exam periods, you have more time to cook. When you
are studying (during exam periods), you want to spend
as little time as possible on cooking”.

Figure 1 Factors influencing eating behaviours of university students.

Deliens et al. BMC Public Health 2014, 14:53 Page 5 of 12
http://www.biomedcentral.com/1471-2458/14/53

図 1　大学生の食行動に影響する要因のフレームワーク
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生の健康的な食行動を推進するためにどのよう
な対策が必要かを検討する。

3．研究方法

3. 1　質的研究選択の理由

　大学生の食行動に影響する要因を探索するた
めに、インタビュー調査による質的研究を採択
した。質的研究は量的研究に比べると非科学的
で再現性が乏しく、研究者の個人的な印象かつ
恣意的であり、一般化するのが難しい研究方法
であるとされてきた。しかし量的研究が主流で
あった保健医療では 1990年代半ば頃より量的
研究で解明できない部分を質的研究で実施し、
量的研究では現実の問題や現象を説明するには
不十分であるという限界認識が、質的研究への
関心につながってきた（木下 2003：61-63；ポー
プ・メイズ編 2008：10-11）。「なぜ人間はこの
ような行動をとるのか」、「どのようにしてこの
ような考えに至るのか」という、特にWhyと
Howの部分を探索的に解明するのに適してお
り、それを基に公衆衛生学上の対策を講じるの
に役立つと思われる。質的研究のサンプル数は
量的研究よりも少なくなるが、限られた対象者
の中から深い解釈を生み出すことが可能である
と考える。

3. 2　�研究対象者の選定とサンプルサイズ
（対象者人数）の算定根拠

　京都市内の大学に在学する大学生・大学院生
を対象とした。京都市統計ポータル学校基本調
査によると平成 28年度の京都市内の大学数は、
大学、大学院、短期大学合計 38校ある（URL 
18）。総学生数 147,137人は京都市内人口の約
10％に相当する。住民の中で大学生が占める割
合は、全国平均の 2.3％を大幅に上回り、全国
1位である（URL 19）。今後モデルケースとな
り得ることを踏まえて、京都市内の大学に在学
する大学生・大学院生（18歳から 29歳）を対
象とした。
　木下（2003：125）によると「質的研究のベース・
データの目安として 10例から 20例ぐらいであ
る」とし、また Yamazaki et al.（2009）によると

「BMJ（イギリス医師会雑誌：British Medical 
Journal）の論文で発表された質的研究の対象者
の中央値は 36名」という根拠を採択した。た
だし、質的研究では事前にサンプルサイズを決
定することはできない（リィアムプットーン編 
2012：14）。新たな情報が得られなくなってか
ら更に 3人位のインタビューを続け、分析をし
ながら理論的飽和に達したと考えられる時点で
インタビューを終了とした。

3. 3　研究実施手順

　スノーボールサンプリング（研究参加者 2-3
人を起点として紹介でサンプルを増やす方法）
（リィアムプットーン編 2012：63）を用いて大
学生のリクルートを行った。研究に関心を持っ
た方に、説明文書を提示して説明した。インタ
ビュー実施場所は、大学構内の図書館共同研究
室または参加者が希望する場所とした。インタ
ビュー内容が他者から聞かれない環境かどうか
を事前に確認した。
　説明文書には、研究目的、方法、個人情報の
取り扱い、参加の拒否の自由と棄権の権利、棄
権により不利益を受けないことなどを記載し
た。面接開始前に説明文書を用い、再度、具体
的に説明した。文書により同意を得て同意書を
交わした。参加者には謝金として 1,000円分の
図書券または QUOカードを渡した。
　インタビュアーである著者は、事前に質的研
究経験者からインタビュートレーニングを受け
た後、インタビュー調査に臨んだ。大学生の食
行動を明らかにするため、インタビューガイド
（個人の属性・大学入学後の健康状態・食事に
ついて困っていることや工夫していること・幼
少の頃からの食習慣など）にそった半構造化個
人面接を実施した。インタビューは 1人 1回、
約 1時間になると説明した。本人の了解を得て
内容は ICレコーダーに録音するが、本人の希
望により削除も可能とした。

3. 4　分析方法 

　録音データから逐語録を作成した。逐語録を
繰り返し読み込み、文脈を理解した。分析は、
質的データの中にパターンを見出し、体系的な
プロセスを明確にするテーマ分析にて行った
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4. 2　インタビューデータの分析結果
　
　大学生の食行動に影響する要因を探索するた
めに実施したインタビュー調査で得られたデー
タを分析した。21の概念コードと 9のカテゴ
リーを抽出し、「個人要因」と「社会環境要因」
の 2テーマが生成された（表 2）。以下、各コー
ドについてカテゴリー別に説明する。概念コー
ドと語りのバリエーションの一部を示す。【　】
はカテゴリー名、下線部は概念コード、No.は
概念コード番号と発言例、『斜体』は、参加者
の語り（注：末尾の括弧内は ID番号と性別、
学年）を表す。

4. 2. 1　個人要因

① 【食に対する価値観】
　生活の中での食の優位性が高い学生は、食事
を大切にする家庭教育を受けていた。大学入学
までに環境や自然に対する興味を持ち、農業体
験で得られる食への興味など、食にまつわる生
産体験の積み重ねがあった。またスポーツの経
験をすることで周囲から食の大切さを教えられ
ていた。更に、祖父母・親・家族との共食をす
ることで家族のコミュニケーションがあり、親
や祖父母が提供する多様な食材や料理を通して
食に対する価値観を高めていた。

（Boyatzis 1998: 67-98；土屋 2016：13-50）。分
析支援ソフトとしてMAXQDA（VERBI GmbH 
社）を用いた。帰納的にデータから複数の概念
を作成してカテゴリーを抽出した。解釈の偏り
を避けるために、類似例と対極例の両観点から
継続的に比較検討した。この作業を繰り返し、
カテゴリー相互の関係から分析結果をまとめ、
全体の関係を概念化し、ストーリーラインを作
成して理論生成を行った。分析の終了は、分析
を進めても確認すべき問題点がなくなり、新た
にデータを収集して確認すべき問題点がなく
なった時点とした（理論的飽和）。分析過程で
は分析内容が恣意的にならないように質的研究
経験者であるスーパーバイザー（京都大学大学
院医学研究科准教授）の意見を求め、複数の研
究者トライアンギュレーションにより妥当性を
確保するように努めた。

3. 5　倫理審査・研究の資金・利益相反

　本研究は同志社大学と京都大学の共同研究と
して実施し、両大学の倫理審査の承認を得た（承
認番号：同志社大学倫理委員会 17057、京都大
学医の倫理委員会 R1506）。研究資金は京都大
学奨学寄附金（臨床研究の推進支援）により実
施し、特定の企業からの資金提供を受けなかっ
た。利益相反については特に申告するものはな
い。

4．研究結果

4. 1　研究対象者の概要 

　研究対象者は 21人（男性 10人、女性 11人）、
学年は 2年 1人、3年 4人、4年 7人、修士課
程 9人。大学別 2では、K大学 8人、KE大学 5人、
D大学 4人、DW 大学 4人、全員が１人暮らし
経験者だった。年齢は 19-25歳（平均 21.9歳）、
インタビュー時間は 26-77分（平均 41分）、イ
ンタビュー期間は 2018年 5月 -7月。参加者属
性は表 1に示した。

2 各大学の学生数（2014-2015）：K大学 22,785人、KE大学 1,725人、D大学 30,602人、DW大学 6,549人

人数（％）
性別 男性 10（47.6）

女性 11（52.4）
学年 2年 1（4.8）

3年 4（19.0）
4年 7（33.3）
修士課程 9（42.9）

大学別 国立 K大学 8（38.1）
国立 KE大学 5（23.8）
私立 D大学 4（19.0）
私立 DW大学 4（19.0）

一人暮らしの
経験

あり 21（100）
なし 0（0）

表 1　参加者の属性 n=21
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No1．食事を大切にする家庭教育
『忙しくてもできるだけ食事を作ります。家族
が食に対して大事に思っていてその環境の中で
育ったっていうのが大きいかなあと。緑に入る
ものをなるべく選んで。外食が続くと体調が悪
くなるし』（ID17 男性 修士課程）
No2．環境や自然に対する興味
『田んぼも山も畑も周囲に色々あって自然に興
味はありました。タケノコとワラビとか、野菜
も採れたものを祖母が料理してくれて。自分は
見ているだけで実際に農作業にはあまり関わり
ませんでしたが、興味がありましたね』（ID1 
男性 修士課程）
②【食に関する知識】
　食に関する知識は大学生の食行動を決定する
重要な要因であった。日本の義務教育において、
給食は空腹を満たすだけではなく、食教育の一
環であるため、学校教育の中で得た食知識は成

人になってからの食に関する考えに影響してい
た。更に両親や祖父母との関わりの中で、家庭
で教わってきた食教育は栄養知識のみならず、
食事の作法、食への感謝や料理の方法も含めて
食教育の基本として教えられていた。
No6．家庭で教わってきた食知識
『小さい頃に 3年間アメリカに住んでいて、ジャ
ンクフードや着色料の安全性のことを親が気に
して、ジャパンタウンに行って買い物して、「高
いな」とかってお母さん言ったりしながらでも
気遣って日本の料理を用意してくれて。食べ方
とかも教えてもらって』（ID11 女性 4年）
③【培われた調理技術】
　幼少の頃からの親の手伝いを通して食事を作
る機会があり、大学入学前に自炊・弁当作りの
習慣があった学生は、調理技術の基礎を身につ
けていた。大学入学後に自分で食事を用意する
ことに抵抗が少なく、健康な食行動の要因と
なっていた。
No9．自炊・弁当作りの習慣
『小さい頃から親が包丁を持たせてくれて料理
を手伝っていた。中学で弁当の日があって食材
を自分で用意しないといけないし , メニューを
考えて１人分の分量とかそういうのがなんとな
く勘で身に付くようになって』（ID4 女性 修士
課程）
④【生活時間の自己管理】
　アルバイト・サークルによる不規則な生活は
大学生の生活リズムを崩し、不健康な食行動の
大きな原因となっていた。コンビニで簡単な食
事で済ませ、欠食、外食が続いていた。更に大
学の授業や課題提出、試験が重なるなど、忙し
い時ほど自分を律する力が必要であり、大学生
にとって生活時間の自己管理は重要な課題で
あった。
No10．アルバイト・サークルによる不規則な生活
『部活とかバイトとかすると、終わる時間も遅
いし疲れるし、1年の半ば頃から段々と自炊す
る機会はなくなって。友達と「ちょっとラーメ
ン食べに行かない？」みたいな感じで。コンビ
ニで簡単に済ませることも』 （ID9 女性 3年）
No11．自分を律する力が必要 
『あとお金の面も、自分が管理できるように使
えるようになってきたのに、自分を律する力が
ものすごく弱いので、うまく生活リズムが作れ
なくなって病気で寝込んだり』（ID5 男性 4年）

テーマ No. 概念コード（21） カテゴリー（9）

個
人
要
因

1 食事を大切にする家庭教育

① 食に対する
価値観

2 環境や自然に対する興味

3
農業体験で得られる食への
興味

4 スポーツの経験
5 祖父母・親・家族との共食
6 家庭で教わってきた食知識 ② 食に関する

知識7 学校教育の中で得た食知識
8 幼少の頃からの親の手伝い ③ 培われた調

理技術9 自炊・弁当作りの習慣

10
アルバイト・サークルによる
多忙 ④ 生活時間の

自己管理
11 食事を準備する時間の確保

社
会
環
境
要
因

12 学生食堂の広さと営業時間
⑤ 大学内の食
環境13 100円朝食のサービス

14 ミールカード利用

15
居住地付近で買い物できる
施設 ⑥ 食へのアク

セス
16 大学周辺の飲食店
17 野菜・果物の価格は高い

⑦食品の価格
18 バランスのとれた外食は高価
19 親からの食材支援 ⑧ 家族や友人

の支援20 友人から学ぶ手軽な料理法

21 ITを利用した食情報の取得 ⑨ 食に関する
情報収集

表 2　生成されたコードとカテゴリー
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『そうですね、野菜、果物高いなっていうのは、
すごく感じます。野菜って、自分で作ってる
と、すごく簡単に作れる気分になるので。畑 2
畳ぐらいで、実家のほうの野菜は、もう 3年間、
ほぼ買わないでいいくらい育てて』（ID17 男性 
修士課程）
⑧【家族や友人からの支援】
　親からの食材支援は、1人暮らしの大学生に
とって大きな助けになっていた。また親とコ
ミュニケーションをとることで食に関する情報
を収集していた。1人暮らしの大学生同士で情
報交換をして、友人から学ぶ手軽な料理法に
よって自分の食行動の参考にしていた。
No20．友人から学ぶ手軽な料理法
『あの、特に 1回生始まったころとかは、あの、
簡単で安いご飯作りたいけど、どうやって作っ
たらいいか分かんないとか、手際が悪くて作れ
ないとか。みんなで、ああじゃない、こうじゃな
いと言いながら、苦労話したり』（ID3 女性 3年）
⑨【食に関する情報収集】
　大学生はネット環境が整っていることもあ
り、ITを利用した食情報の取得をしていた。
本、レシピーの紙媒体の利用よりも、ネットに
接続して得られる動画や料理サイトの情報を参
考にしていた。安い食材を買って料理する他、
栄養に関する情報、健康全般に関する情報も得
ていた。しかし数多にある情報から何を信用し
て良いか悩む面もあった。
No21．ITを利用した食情報の取得
『具体的に何を食べたらいいのかっていうのは、
こう、そうですね、テレビを見てっていうの
もありますし、ネットで検索することも多く
て。でもどれを信用していいのか悩んでしまう』
（ID8 女性 修士課程）

4. 3　結果の全体像

　以上の結果より得られたストーリーラインと概
念図（図 2）は、以下の通りであった。幼少の頃
から家庭、学校、地域において【食に対する価
値観】が養われた者は、生活習慣の中で食の優
位性が高かった。家庭や学校で【食に関する知識】
を得ることで食行動の基礎を作っていた。親の

4. 2. 2　社会環境要因

⑤【大学内の食環境】
　大学内で食事ができる大学生協食堂（学食）
の存在は大きい。昼食時の混雑はどこの大学で
も見られ、学生食堂の広さと営業時間は大学生
の食確保の問題となっていた。特に規模の小さ
い大学では学生食堂の終了時刻が午後 2時 30
分であるため、夜まで校内で活動する学生には
食事面での支障があった。100円朝食のサービ
ス（DW大学）やミールカード利用 3によって
大学生の食生活の助けとなっていたが、ミール
カードは学年が上がるにつれて利用が減ってい
た。
No12．学生食堂の広さと営業時間
『まあ、学食、昼は混んでるし、めちゃ使い勝
手悪いんですが、家で作らない、ひじきの煮物
とか、ホウレンソウのおしたしもあるし。でも
食堂は 2時半とかで閉まるので不便で…』（ID7 
女性 3年）
⑥【食へのアクセス】
　居住地付近で買い物できる施設があると、食
材を確保して自炊をしやすい環境だった。スー
パーなどが近くにない場合は、材料の購入がで
きずに食生活に支障をきたしていた。大学周辺
の飲食店があると定食を食べることもでき、多
忙な時期の食生活の助けになっていた。
No15．居住地付近で買い物できる施設
『大学から家に向かうと畑と住宅のみ、スーパー
に寄るのと逆方向なので。スーパーに寄るのが
おっくうになっちゃって。そうすると、自炊がで
きなくなっちゃうんですよ。入学前に住むところ
をもっと調べるべきでしたね』（ID3 女性 3年）
⑦【食品の価格】
　生活費が限られている大学生にとって、食品
の価格は食品を選ぶ時に影響していた。特に 1
人暮らしになってはじめて野菜・果物の価格は
高いと感じていた。外食が続くと費用負担が重
くなり、特にバランスのとれた外食は高価なので、
自炊をすることで節約していた。自炊はしたいが
時間がない、外食が続くと値段が高いので困る。
この 2点を天秤にかけて食事をしていた。
No17．野菜・果物の価格は高い

3  ミールカードは大学生協が提供する年間利用定期券。前払い方式で 1年間、1日の利用上限額まで大学生協食堂を自由に利用可能でき、手
持ちのお金を気にせず、バランス良く食べることができる。https://www.univcoop.or.jp/service/food/card.h
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により生活時間の自己管理が難しくなってい
た。【生活時間の自己管理】の重要性を理解し、
幼少の頃から多くの経験の積み重ねで食に対す
る価値観を養っておくことは、大学生の生活習
慣を整え健康的な食行動を営むための大切な要
因であった。

5．考察と課題

　本研究は、大学生の食行動に影響する要因を
質的研究の手法を用いて明らかにすることを目
的とした。その結果、個人要因として、食に対
する価値観、食に関する知識、培われた調理技
術、生活時間の自己管理があり、社会環境要因
として、大学内の食環境、食へのアクセス、食
品の価格、家族や友人の支援、食に関する情報
収集が見出された。
　Deliens et.al（2014）は、ヨーロッパの大学生
（主にベルギー）を対象にした研究において、
大学生の食行動に影響する 5つの要因を挙げて
いる。本研究でも概ね同じ内容の要因が見出さ
れたが、研究対象（京都市内の大学生）の違い
から、新たな知見があった。

5. 1　食行動と個人要因

　大学入学までに、家庭で食事を大切にする教
育を受け、環境や自然に対する興味を持ち、農
業体験を通して食への興味が育まれ、スポーツ
の経験や家族との共食を通して、食に対する価
値観を高めておくことは、生活の中で食の優位
性が保たれると考えられた。
　培われた調理技術は大学生の食行動に影響し
ていた。小田嶋・高橋 （2012）は、1人暮らし
の大学生の調理技術は食事摂取に関与すると述
べている。また、若松（2012）は、幼少期に調
理を通して家族に認めてもらう経験が、大学生
の自炊行動に大きく影響していると述べてお
り、本研究においても、幼少期から包丁を持ち、
家庭内で手伝いをしていた大学生は食の自立が
可能であり、買い物や調理を工夫していた。幼
少の頃から調理を通して食へ関心を養うこと
が、大学生の健康的な食行動を促進することが
明らかであった。
　幼少期の農業体験が食への興味を持つきっか

手伝いや学校の課題を通して【培われた調理技
術】を身につけていた者は、大学に入学してか
らも手際よく調理をして、多忙な学生生活をしな
がらも食費を節約するなど、食生活を工夫する
力を備えていた。このように大学入学までに生
活習慣の自立の基礎を作っていた者は、大学入
学後も生活環境の変化に対応していた。
　1人暮らしをする学生にとって、【大学内の
食環境】は大きな支援となっていた。昼休みは
学食が混雑する、営業時間が短いなど大学に
よって違いはあるが、学内で安価で食事ができ
る恩恵は大きかった。また学生が住む生活環境
の影響もあった。居住地の近くで買い物ができ
る施設があると、自炊がしやすい環境になって
いた。このように【食へのアクセス】は、学生
の 1人暮らしにとっては大きな支援となった。
【食品の価格】は学生にとっては大きな問題で
あった。安価な食品を購入して自炊をすること
で食費の節約にはなるが、実際は学生生活特有
の忙しさにより、自分で買い物をし、献立を考
え、自炊をする時間が充分ではなかった。バラ
ンスのとれた外食は値段が高く、簡単にコンビ
ニで買って食べることに流されていた。【家族
や友人の支援】は物品の支援だけではなく、情
報収集にも役立っていた。他人とのコミュニ
ケーションは食行動に影響していた。ネット環
境が整っている日本では、【IT利用による情報
収集】は近年の大学生の特徴であり、手軽で便
利に使えるツールではあるが、多くの情報に振
り回されないよう、情報リテラシーの課題も
あった。このように大学生の食行動には個人要
因、社会環境要因など多くの要因が作用してい
ることが明らかになった。特に大学生は自由な
時間が増えて環境が変わる時期である。授業と
課題に加え、アルバイトやサークル活動の多忙

図 2　大学生の食行動に影響する要因

個人要因

【食に対する価値観】
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4  若林（2016）の研究によると学業に支障をきたさない労働時間は週 3回以内、6時間以下が望ましい。

けとなり、大学生の食行動に影響していた。英・
矢部（2014）は、幼少期の農業体験によって自
然環境や食・農に対する意識が高まることを確
認しており、Ohly et al.（2016）の研究では、学
校教育のなかで School Gardeningを導入するこ
とにより、作物を育てて料理し、その過程で環
境を考える機会があると述べている。本研究で
も幼少期の農業体験が食への興味を持つきっか
けとなっていた。食を大切にする習慣が養わ
れ、成人になってからの食への関心に大きく影
響していたと思われる。ただ、農業体験を特に
しなくても、周囲の者が農業をしているのを見
ていた大学生も食への興味が育まれていたこと
から、「社会的学習について、直接の体験だけ
でなく、むしろ、他人の行動を意識的に観察し、
マネすること（モデリング）で成立する」とい
う社会的認知理論（Bandura 1986）により、直
接体験だけが食への興味を確立するのはなく、
幼少期に継続的に観察する習慣も大学生の食行
動に影響すると考えられた。
　これらの多様な個人要因を大学入学までに確
立することは、大学生の食行動に良い影響を与
えると考えられた。家庭、学校、地域のつなが
りの中での経験の積み重ねが健康意識の基礎を
作り、成人になってからの生活習慣と食行動に
影響すると考えられた。

5. 2　食行動と生活時間の自己管理

　生活時間の自己管理が、食行動に影響してい
た。日本の大学生は、親の保護から離れて自立
した生活を営む一つの変換期にあり、好ましく
ない生活習慣がみられ、生活の自立の難しさが
報告されている（笠巻 2013）。磯部・重松（2007）
は、大学生が自由な環境に置かれることで自分
の食習慣を確立していく困難を指摘している。
Deliens et.al（2014）は、健康な食行動には生活
をコントロールする力が重要であると述べてい
る。本研究でも自分を律する力が足りないと感
じている者は生活習慣全体が崩れ、食事の用意
も面倒になって欠食または簡単な食事で済ませ
ていた。長島・海老原（2002）は、プリシード
／プロシードモデルを利用した研究において、

大学生の食の自立には、「生活時間の管理」と「食
費を計画的に使う」ことなど、生活の自立を優
先させることが重要であると述べている。中堀
ほか（2016）は、子供の良好な食行動、生活習
慣、健康の関連を調べた結果、親子のコミュニ
ケーションが多いこと、子供が食事などの家事
手伝いをすること、親の食意識が高く家庭での
食教育が実施されることは、良い家庭環境に共
通する要素であると述べている。すなわち、幼
少期からの家庭環境は、生活をコントロールす
る力を培う要因の 1つとなると考えられる。こ
れらの経験を継続して積み重ねて生活の自立を
優先させ、生活時間を自己管理することで、大
学入学後の良好な食行動につなげていく可能性
が示唆された。
　日本の大学生はアルバイトやサークル活動の
多忙により、生活時間の自己管理が難しく、食
事を準備する時間の確保が難しい状況になり、
健康的な食行動が阻害されていた。Hilger et.al. 
（2017）は、大学生の食行動に影響する要因とし
て学業の忙しさや課外活動があり、学生生活の
多忙さから食行動に影響があると述べている。
しかしながら、日本の大学生は、授業、試験と
日頃の課題に加えて、サークル活動やアルバイ
トによる多忙さゆえに大学生の生活時間の管理
が難しくなっており、食行動に影響があったと
いえる。山本ほか（2018）は、アルバイトのし
過ぎにより学業への支障や健康被害、睡眠不足
が見られると報告している。また、佐藤厚子・
渡辺・河原木（2011）はアルバイトの労働時間
が長い学生は食生活の乱れがあると指摘してお
り、過剰なアルバイトが大学生の生活習慣を乱
すことは本研究でも明らかであった。アルバイ
トによる食行動への影響は日本独特の現象であ
る可能性がある。大学生の約 8割は週 1日以上
かつ 3ヶ月以上継続してアルバイトを経験して
おり（URL 20）、アルバイトは大学生にとって
生活の一部である。しかし、生活習慣が崩れる
大きな一因とも考えられ、入学早期の段階に適
度なアルバイトの労働時間 4に関する指導やア
ルバイトのリスク・ベネフィットについて学生
に考えさせる機会が必要であると考えられる。
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ができなかった。対象者をリクルートする時点
で食行動に何らかの問題を感じ、工夫をしてい
る者が集まったと考えられ、結果的に大学生活
に慣れてきた 2年生以上になったと思われる。
男女ともに学年が進むにつれて、生活習慣が乱
れ、運動・食・睡眠習慣が望ましくない傾向に
なることが報告されており（古谷・田中・上里 
2006）、松田ほか（1997）は、睡眠と食習慣に
問題がある者ほど疲労やストレスの訴えが多い
と報告していることから、大学 2年生以上が自
分の生活習慣および食行動に対して何らかの問
題意識を持っていたと考えられた。最後に、本
研究は質的研究であり、ランダムサンプリング
ではないために代表性には限界があり、結果を
解釈する上で注意を要する。質的研究は一般化
を目的としていないが、インタビュー調査に
よって大学生の食行動に影響する要因を探索
し、研究参加者の経験や考えを深く理解をする
ことができた。
　本研究で得られた結果を今後アンケート調査
の項目を設定する際に活用することを考えてい
る。更に健康な食行動をする大学生の食への関
心がどのように形成されるのかというリサー
チ・クエスチョンに焦点を当てて事例研究を試
みる。これらの研究を組み合わせて統合するこ
とにより、大学生の食行動に関して深い解釈を
生み出し、新たな対策が提言できると考えられ
る。
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